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宅建協会･保証協会「定時総会」を開催、会長に宇野篤哉氏を再選

第 17 期「定時株主総会」を開催、代表取締役に服部、初澤両氏を選任

スマイミー静岡を利用するメリット

［売買］地中埋設物発見の際、買主が速やかに立会う機会を与えなかったと売主が主張･･･
［賃貸］連絡が取れない賃借人の動産を賃貸人が処分したことで賃借人の慰謝料請求を認容

盛り土規制法成立、来年夏までに施行、罰則強化　他

賃貸物件の火災保険のことなら、宅建ファミリー共済にお任せください！

「静岡県盛土等の規制に関する条例」が施行されました！

静岡県警のエスピー君安心メール

本の紹介 ＝ コミック「正直不動産」、読みましたか？

不動産コンサルティング技能試験の実施概要
受験対策「基礎教育講座」が動画配信によるＷＥＢ講座になりました！

エアコンの点検･手入れ、フィルター掃除、カビ対策

静岡県労働金庫
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定時総会終了

㈱静岡宅建サポートセンター

「スマイミー静岡」情報

取引紛争の事例と解決

Topics

代理店を募集しています！

UGRは地盤専門のパートナー

これが私の護身術！

Topics

地元静岡で受験できます！

Topics

提携金融機関より

▲ 清水七夕まつり（静岡市清水区）
今年の開催予定日は、7月7日(木)～10日(日)
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取引（売買）紛争の事例と解決　　　　　　　　　（東京地判：Ｒ02.9.25）

地中埋設物の発見の際、買主が速やかに立会う機会を与えなかった事
から、瑕疵担保責任を負わないとする売主主張が認められなかった事例

　平成 31 年 2 月 13 日、買主Ｘ（原告、個人）は、本件
土地について、仲介業者Ａを介し、売主Ｙ（被告、個人）
との間で売買契約を締結した。本件売買契約は、いわ
ゆる更地渡しを前提とするものであり、同契約締結時、
本件土地上のＹの自宅等の建物は既に撤去され、更地
の状態であった。
　（売買契約の概要）①売買代金：7,000 万円、②手付 
金：400 万円、③瑕疵の責任：Ｙは、Ｘに対し、本件土
地の隠れたる瑕疵について責任を負う。なお、Ｘは、
Ｙに対し、本件土地について、前記瑕疵を発見したと
き、速やかに通知して、修復に急を要する場合を除い
て立会う機会を与えなければならない。（13 条 1 項）
　平成 31 年 2 月 22 日、Ｘは、Ｙに対し、残代金 6,600
万円を支払い、Ｙから本件土地の引渡しを受けた。
　平成 31 年 3 月頃、Ｘは、Ｂに対し、本件土地の掘削
作業等を依頼し、Ｂは同月 20 日頃、本件土地の掘削作
業等を開始したところ、地中からコンクリートの欠片

（ガラ）、樹木の根、塩化ビニル配管等（本件ガラ等）が
発見された。
　Ｘは、平成 31 年 3 月 20 日、Ａに対し、埋設物が発
見されたこと、撤去費用についてはＹの負担となるこ
となどを伝えた。同日、Ａは、Ｙにその内容を伝えた。
　Ｂは、令和元年 5 月 8 日より、本件土地全体を掘削
して、本件ガラ等を掘り出し、同月 13 日には、その写
真を撮影した。
　Ｘは、令和元年 5 月 17 日、Ａに対し、本件ガラ等の
全容を報告するとともに、その撤去及び廃棄費用とし
て 350 万円を要する旨の見積書の内容を説明した。
　令和元年 5 月 18 日、Ｙは、Ａと共に、本件土地を訪
れ、本件ガラ等を確認した。
　しかし、その後Ｙが、本件ガラ等が本件土地の中か
ら発見されたものかは知らない、Ｘは、平成 31 年 3
月 20 日頃本件ガラ等を発見したとする際及び令和元
年 5 月 8 日から同月 11 日までの掘出作業の際に、速や
かにＹにこれを通知せず、Ｙに立ち会う機会を与えな
かったのであるから、本件売買契約 13 条 1 項に違反し
た等として、撤去費用等の支払を拒んだことから、Ｘ
は、瑕疵担保責任に基づき、本件ガラ等の撤去等の費
用 350 万円等の支払を求め、本件を提訴した。

　裁判所は、買主Ｘの請求を認容した。
（1）本件土地中にコンクリートガラ等が存したか否か
　本件ガラ等は、Ｂが外部からこれを持ち込んだ可能
性が考えられるものの、Ｂがこのような行動をとった
動機は考えにくく、合理性を欠くように思われる。
　また、証拠等によれば、本件売買契約の締結前、本
件土地上に、神社の鳥居の土台として使用されていた
石塊が存したこと、令和元年 5 月 18 日に本件土地上に
積まれた本件ガラ等の中に、当該石塊と同一ないし同
種の物が含まれていたことが認められ、同神社の解体
後の廃材等が地中に埋設されていたものであることが
うかがわれ、少なくとも、外部から持ち込まれたもの
である可能性は極めて低い。そのため、本件ガラ等は、
本件土地の中に存したものと認められる。

（2）Ｙに対する速やかな通知の有無について
　平成 31 年 3 月 20 日頃に本件土地の中から埋設物が
発見された事を受け、Ｘは、平成 31 年 3 月 20 日、仲
介業者Ａに対し、本件土地の地中から本件ガラ等の一
部が発見された事などを伝え、Ａは、同日、Ｙにその
旨を電話で伝えている事が認定される。
　これによれば、Ｘは、瑕疵（本件ガラ等）を発見した
とき、速やかにＹに通知して、立ち会う機会を与えた
と認められるから、本件売買契約 13 条 1 項に違反した
とはいえない。
　これに対し、Ｙは、Ｘが本件ガラ等を発見したとす
る際、及び本件掘出作業の際に、速やかにＹにこれを
通知しなかった旨を主張するが、Ａは、Ｘは速やかに
通知した旨の陳述をしており、その内容は、Ｂの陳述
内容と合致している事から、Ａの陳述内容には、信用
性が認められ、Ｙの主張を採用することはできない。

（3）Ｘの損害額について
　Ｘは、瑕疵に当たる本件ガラ等により、撤去等の費
用として、350 万円の損害を被ったものと認められる。
　Ｙは、Ｘの主張額が高額過ぎる旨を主張するが、Ｂ
社作成の見積書の内容について、不要ないし過剰な作
業や単価を指摘するといった個別具体的な反論を全く
しておらず、採用できない。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要 判 決 の 要 旨
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連絡が取れない賃借人の動産を賃貸人が処分したことについて
賃借人の慰謝料請求が認容された事例

　賃借人Ｘ（原告）は、賃貸人Ｙ（被告）の亡父が所有する
アパートの一室（本件居室）について、平成 20 年 11 月よ
り入居していた。
　平成 29 年 2 月 10 日、Ｘは、建造物侵入・窃盗未遂の
容疑で逮捕され、同年 5月 1日に執行猶予判決が言い渡
されるまで拘留されていた。
　Ｘが逮捕されたことを知ったＹは、緊急連絡先として
伝えられていたＡ（Ｘの実母）に架電し、Ｘが逮捕された
こと、Ａが家賃の支払いをするのであれば、Ｘの荷物（本
件動産）を本居室内に置いておくことができること、家賃
の支払いができないのであれば、本件動産を預かって欲
しいことを連絡したが、Ａは家賃の支払いをすることは
できないし、本件動産を預かることもできないので、Ｙ
に処分を依頼したい旨を申し出た。
　平成 29 年 2 月 18 日頃、ＡはＹに宛てて、Ｘが迷惑を
かけたことについて謝罪する旨、及び本件居室退去の件
で、Ｘの保証人と称し、Ｙに対して全ての権限を一任す
る旨が記載された手紙を送付した。Ｙは、平成 29 年 4
月 10 日頃、業者に依頼して、本件居室に置かれていた本
件動産（ノートパソコン除く）を処分した。
　釈放されたＸは、平成 29 年 5 月 1 日、本件居室に赴い
たところ、本件居室内のＸ所有の本件動産が処分されて
いたため、Ｙと連絡を取った。Ｙは、同日本件居室に赴
いて、Ｘに対し、本件動産を処分したことを伝え、生活
用品を買いそろえるための 10 万円及び保管していたノ
ートパソコンを交付した。
　Ｘは、本件動産をＹにより無断で処分されたと主張し、�
Ｙに対し、不法行為による損害賠償請求権に基づき、Ｙ
により処分された本件動産の価額18万円及び慰謝料200�
万円等の支払いを求める訴えを提起した。

　裁判所は、借主Ｘの請求を一部認容した。
（1）本件動産処分の違法性について
　Ｙは、本件動産の処分については、Ｘの実母Ａの承諾
を得ており、ＸはＡに対して承諾の権限を与えていたの
であるから、Ｙが本件動産を処分したことについては、
Ｘの承諾があるか、又は事務管理に基づくものとして違
法性は阻却されると主張する。
　しかし、ＸがＡに対して、緊急時の事務処理を委任し

ていた事実や、本件居室の賃貸人であったＹの亡父やＹ
に対して、緊急時にはＡに連絡してほしいとか、Ａの指
示に従ってほしい旨を述べた事実を認めるに足る証拠は
なく、ＡがＸの保証人を名乗り、ＡからＹに対して本件
動産の処分が依頼されていたとしても、このことをもっ
て本件動産処分についてＸによる承諾があったと認める
ことはできない。また、Ｙが本件動産を処分した平成 29�
年 4月 10 日頃において、Ｘが本件居室の賃借人であった
ことに争いはなく、Ｘが本件動産を処分したことが、Ｘ
の事務管理に当たるということもできない。
　したがって、Ｙの主張は採用することができず、Ｙは、�
Ｘの承諾を得ないまま本件動産を処分したことについ
て、少なくとも過失があったといえるから、Ｘに対し、
不法行為による損害賠償責任を負うことを免れない。

（2）物損について
　Ｙが処分した本件動産については、その内容が必ずし
も明らかではないものの、仮に別紙目録記載の各動産（液�
晶テレビ及び冷蔵庫を除く）について、Ｘが主張する再調
達費用の金額がその交換価格であると認められたとして
も、その総額は 9万 778 円であるから、ＹがＸに対して
10 万円を交付していることに照らし、損害は既に填補さ
れたものと言わざるを得ない。

（3）慰謝料について
　Ｙが本件居室内の本件動産を全て処分したことによ
り、Ｘは、本件居室内で逮捕・拘留される以前の生活を
直ちに続けることができなくなったものと認められ、従
来通りの生活の再建のためには各種の生活用品をそろえ
るなどの一定の時間や手数がかかることはごく自然であ
るといえるから、個々の動産が減失・損傷した場合とは
異なり、本件動産一式を失ったことによってＸに一定の
精神的苦痛が生じたものといえる。ただし、Ｙは帰宅し
たＸに対して直ちに 10万円を交付していること、本件動
産処分に関して、実母であるＡに対処方針を相談して、
同人の承諾を得ていること、Ｘが逮捕されてから本件動
産の処分まで 2か月程度の期間を空けていることがそれ
ぞれ認められ、各事情を総合すると、Ｘの被った精神的
損害を慰謝するに相当な額は、30 万円が相当である。
　よって、Ｙは、Ｘに対し、不法行為に基づき、慰謝料
30 万円を支払う義務を負うというべきである。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨

取引（賃貸）紛争の事例と解決　　　　　　　　　（東京地判：Ｒ02.2.18）
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2022年₄月　宅建ローン等の実績　（4/1〜4/30）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 40 43 44 ― 127件
金額 37億8,876万円（土地₄、新築戸建90、中古戸建27、新築マンション₁、中古マンション₅）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 10 0 ― 10件

金額 2億953万円（土地₁、新築戸建₅、中古戸建₄）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 0 1 1 1 3件
金額 1億800万円（新築戸建₂、借り換え₁）

2022年₅月　本部活動概要

月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
５月９日 本　部 第２回 理事会 （役員改選関係）

〃　 〃 月例法律相談 （来館相談２件）
12日 本　部 県指定講習会 （受講者83名）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 監査、正副会長・委員長会
17日 名古屋 東海公取協 正副会長会、理事会
18日 本　部 取引士法定講習 （受講者62名）
19日 本　部 正副会長会、サポートセンター取締役会
23日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
26日 本　部 正副会長会
27日 静　岡 県土地家屋調査士会 総会
30日 静　岡 サポートセンター 株主総会
〃　 〃 定時総会（宅建協会・保証協会）、第３回 理事会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談12件、電話相談226件）
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